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研究成果の概要（和文）：本研究では、生活習慣病を予防できる健康管理システムの構築をめざし、センシング
技術や健康増進事業などを導入した効果について多面的な分析を行った。地域における実現可能性を考慮できる
よう、医療機関や自治体などの地域プレイヤと連携しながら研究を進めた。特定健診・特定保健指導事業、健康
づくり啓発イベント、健康ポイント制度などの事業について、実践的な分析にもとづき事業運営において有用な
結果を提示できた。

研究成果の概要（英文）：We aim a development of healthcare-management-system for preventing 
lifestyle related diseases and analyze the plural aspects for effectiveness of implementing 
monitoring technology and health promotion projects. We proceeded research activities through 
collaboration with regional player such as medical institutes and local governments for increasing 
feasibility. In actual, we delivered the analyzed results contributing for project implementation 
for Specific health checkups and Specific health guidance, for health promotion event, incentive 
point earning for health behavior and so on.

研究分野： 医療社会システム工学、品質管理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、主に地域で実施されている健康増進事業を対象として、健康状態や行動における効果、資源活用、
社会経済性など多面的な分析を行った。分析結果は、情報提供などを強化すべき対象者層の特定やその内容の指
定といった直ちに当該事業の運営に反映できるものに加え、地域産業における経済波及効果など広範な視点から
事業計画に反映されるものがあった。このように当事者（事業の実施主体）にフィードバックできるような分析
結果を提示している点で有意義といえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 健康状態の維持には、疾病罹患してから治療を受けるのではなく、疾病罹患や発症の兆候を発
見し介入することが必要である。健診などの実施によって異常が見られた場合には早期に対応
して疾病予防をはかる健康管理が重要である。センシング技術はウェアラブルデバイスなどに
用いられているが、いずれも健康に関心の高い層への拡がりにとどまり、健康への関心が低い層
へのアプローチには至っていない。センシング技術が社会問題を解決する社会技術として受容
されるには、健康管理を必要とする地域住民に活用されるよう、健康管理のしくみに組み込まれ
る必要がある。 
 健康管理は、本人の努力や意識向上では不十分であり、診療を行う医療者、健診や指導を行う
保険者、よりよい健康管理の在り方を検討する研究開発者、さらには住民本人が所属する組織や
自治体など本人を取り巻く地域社会の参画が必要といえる（図１）。これまで、医療者・医療機
関間の地域連携の在り方や、国レベルでの政策検討に参加すべきプレイヤの在り方は議論され
ているが、地域における健康管理システムの在り方については十分に議論されておらず、その設
計方法は確立していない。地域における健康管理の在り方を考えるには、地域特性を考慮し、地
域プレイヤによる事業運営に寄与することが求められる。 

 
２．研究の目的 
本研究では、生活習慣病の予防のために、地域住民に対して、モニタリング技術や健康増進に

かかる事業の促進を通して、健康状態に応じた早期介入を実現するしくみである健康管理シス
テムの確立をめざしている。本研究の研究期間内では、（a）健康管理システムの目標の設定、（b）
健康管理システムの構成要素の明確化、（c）地域特性に基づく健康管理システムの分析を行った。 
（a） 健康管理システムの目標の設定： 

健康状態や健康行動の向上などの健康管理における直接的な効果のみならず、事業実施
にかかる資源活用状況や社会経済性などの間接的な効果を含めて検討する。 

（b） 健康管理システムの構成要素の明確化： 
目標達成のためにシステムがもつべき機能、関係するプレイヤ、プレイヤ間での役割分
担の在り方を明らかにする。 

（c） 地域特性に基づく健康管理システムの分析： 
あらゆる地域に共通する要素と地域に依って異なる要素を整理しながら、地域特性にも
とづいて最適な健康管理システムの設計ができるよう、考慮すべき地域特性の抽出とそ
の健康管理システムへの影響を明らかにする。 

 
３．研究の方法  
地域における健康管理システムの（a）目標設定、（b）構成要素の明確化、（c）地域特性に基

づく分析のため、実際に地域における健康管理のために行われている健康増進事業を取り上げ、
適切な手法を選択しながら分析を実施した。 
 対象事業として、特定健診・特定保健指導、健康づくり啓発イベント、健康行動に対してポイ
ントを付与するポイント制度などについて、健康状態や行動の変化、事業実施にかかる費用・工
数の把握、さらに産業連関分析を通した社会経済性の検討を行った。（図 2） 
 

図 1 地域における健康管理に寄与するプレイヤ間の関係 



 
４．研究成果 
（１）分析結果の例 
①特定健診・特定保健指導事業による健康状態遷移の分析 
 鹿児島県西之表市（種子島）が実施する「特定健診・特定保健指導」に関して、健診結果に応
じて事業の中で定義される情報提供、動機づけ支援、積極的支援の他、想定される状態を定義し
た上で、当該事業の実施により事業対象者（40歳から 74 歳までの被保険者）の該当者数ならび
に想定される費用を推算した。その結果、健診や保健指導の「実施率」を重要指標として尽力さ
れている現状に対し、実施率が向上した場合に該当者数の内訳変化によって保健指導の対象者
すうが増加し、現状の保健師数では対応が難しくなるなどの問題点を明らかにし、事業の実施主
体である市担当部署に共有できた。 
 
②健康づくり啓発イベントによる効果の分析 
 和歌山県が実施した「わかやま食と健康のフェスタ 2018」を対象として、来場者向けのアン
ケートによる生活習慣改善意欲の向上効果の分析、主催者や出展者向けの調査にもとづく産業
連関分析、さらにこれら調査にかかる費用・工数の分析を行った。生活習慣改善意欲については、
当県における特定健診・特定保健指導における質問と同様の調査を行った結果、対象年齢層にお
いてより高い意欲が見られた。また、産業連関分析によって、当イベントにける最終需要、イベ
ントによって生じた波及効果が明らかとなり、地域産業の活性化にむけた等イベントの活用に
ついて議論が可能となった。さらに、イベント事業実施にかかる費用・工数に対して、調査が占
める割合が明らかとなり、今後の継続的な調査実施の判断材料となる分析を実施できた。 
 
③健康行動インセンティブ付与事業における住民特性および行動の分析 
 山形県山形市が実施している「山形市健康ポイント事業 SUKSK（スクスク）」を対象として、
事業実施前の住民特性やインセンティブに対する意識調査を行った。行動変容ステージや行動
にかかる動機づけに関する理論を援用しながら設計したアンケートを用いた。同様の WEB 調査
を行った既往研究と比較して、インセンティブによる動機強化得点が高い傾向などがみられ、地
域に合わせたインセンティブの設計が必要であることが示唆された。 
 
（２）まとめと今後の課題 
 本研究においては主に既存事業における多面的な分析を実施し、その分析結果が、当事者（当
該地域の事業実施主体）にとっても有用であるとのコメントを得られた。一方で、学術的観点か
ら実施した分析結果について、事業の計画に反映するには、分析結果の精緻化だけではなく、そ
の事業運営のプロセスにおいて活用される適時適切に分析結果を提示する必要があることが分
かった。今後は、新たな技術サービスの導入を考慮し、技術開発や導入効果の学術的観点からの
分析を進めたい大学側と、よりよい事業を円滑に運営したい地域側の意向をふまえ、その事業の
目的とプロセスに着目した手法の開発が課題であると考えている。 
 
 

図 2 健康管理にかかる技術サービス導入による事業の効果の分析 
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